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は じ め に
選挙権とは国家の政治に参加をする権利であり, 選挙権も含め広く参政
権は ｢近代立憲主義憲法においてあまねく保障されている重要な権利｣ と
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憲法15条１項, 93条２項｣ 最判解説民事篇平成７年度 (上) 269頁｡
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(６) 奥平康弘 『憲法Ⅲ－憲法が保障する権利―』 (有斐閣, 1993年) 56頁｡
(７) 実方正雄 『国籍法』 (日本評論社, 1938年) １頁, 黒木忠正・細川清
『外事法・国籍法』 (ぎょうせい, 1988年) 237頁および大沼保昭 ｢国籍と
その機能的把握｣ 法教55号 (1985年) 132頁｡
(８) 江川英文ほか 『国籍法』 (法律学全集, 1997年, 第３版) ３頁｡
(９) 大沼保昭 ｢『外国人の人権』論再構成の試み｣ 法学協会編 『法協百年
論集２巻』 (有斐閣, 1983年) 374頁や長谷部恭男 ｢第３回・外国人の選挙
































































(Representation of the People Act 1918) の下でのことであった｡ ただ
論
説








sentation of the People Act 1918 (RPA 1918)) 以降を分析対象とする｡ 1918
年国民代表法以前については, H J Hanham, The Reformed Electoral Eystem
in Great Britain, 18321914 (The Historical Association 1968), Homer
Lawrence Morris A M, Parliamentary Franchise Reform in England from 1885
to 1918 (New York 1921) 1427 and 113119 などが詳しいほか, 邦語文献
では, 岩切大地 ｢イギリス｣ 大林圭吾・白水隆編著 『世界の選挙制度』
(三省堂, 2018年) 35頁に加え, 選挙制度改革以前についてであるが, 成

































394(394) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
選挙権―1831年まで｣ 時の法令第1661号 (2002年) 6273頁が詳しい｡
(12) 本法では当該選挙区での事業所の占有によっても投票が認められたほ
か, 大学からの学位授与を受けている場合は大学選挙区での登録および投
票が認められていた｡ RPA 1918, s 1 (1) (a) and (b) and s 2. ただしこれ
らの選挙権付与は1948年国民代表法により廃止され, １人１票制度が徹底






1918, s 4 (1)(a), (c) and (2). 女性の投票年齢は1928年国民代表 (平等選
挙権) 法 (Representation of the People (Equal Franchise) Act 1928) によ
り男性と同じく21歳以上とされた｡ その後, 投票年齢は1969年国民代表法
(Representation of the People Act 1969) により男女ともに18歳に引き下
げられた｡
(14) イギリスでは1832年国民代表法 (Representation of the People Act
1832) に始まり, 1867年国民代表法 (Representation of the People Act
1867) および1884年国民代表法 (Representation of the People Act 1884)
により選挙制度が改正された｡ 1832年国民代表法以前は選挙人が50万人で
あったが, 本法により100万人, 1867年国民代表法により250万人, 550万
人に増加したとされている｡ Hugh Fraser, The Representation of the People
Act, 1918 : with Explanatory Notes (Sweet & Maxwell 1918) xxiiixxiv. 1983
年国民代表法を含め３つの制定法での選挙権の付与の要件については小栗
実 ｢６選挙制度｣ 戒能道厚編 『現代イギリス法事典 (新法学ライブラリ
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(15) H F Rawlings, Law nd the Electoral Process (Sweet & Maxell 1988) 75.
(16) RPA 1918, s 1(1) and s 4(1)(b).
(17) See Ann Dummett and Andrew Nicol, Subject, Citizens, Aliens and Others
(Weidenfeld and Nicolson 1990) 2930.
(18) British Nationality and Status of Aliens Act 1914 (BN & SAA 1914) s
27(1). そのほか, イギリスには1800年代後半により, イギリス保護民
(British Protected Persons) という法的地位も存在していた｡ 本法的地位
は制定法によるものではなく, 国王大権によるものとされる｡ Dummett
and Nicol (n 17) 125. ただし1914年イギリス国籍および外国人の地位に関
する法律では自然人はイギリス臣民か外国人かの二者択一とされており,
本法上はイギリス保護民は外国人とされていた｡ BN & SAA 1914, s 27(1).
(19) 国籍の生来取得での生地主義の採用はカルヴィン事件で確認された｡
なお同事件ではこのほか臣民の国王に対する忠誠義務も確認されている｡
Calvin v Smith (1608) 77 ER 377 (KB). カルヴィン事件については柳井健
一 『イギリス近代国籍法史研究 憲法学・国民国家・帝国』 (日本評論社,
されていた｡ 1918年国民代表法の要件を満たせば, イギリス臣民であれ
ばイギリス本国または植民地のいずれで出生してもイギリスで投票するこ








































した｡ See Parliamentary Debates, House of Commons, Dominion of Canada,











ルス市民の法的地位は, イギリスおよび植民地市民 (Citizens of the United
Kingdom and Colonies), 独立自治領 (ドミニオン) の市民 (Citizens of
Independent Commonwealth Countries) または市民権を持たないイギリス
臣民
(22)
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(21) British Nationality Act 1948 (BNA 1948) s 1(1).







た｡ See Fransman, Fransman’s British Nationality Law (3th edn, Bloomsbury
Professional 2011) paras 7. 27. 6.
(23) BNA 1948, s 32(1).
国者数が増加した｡ そのため1960年代以降, 1962年コモンウェルス移民
法 (Commonwealth Immigrants Act 1962) や1968年コモンウェルス移民




は出入国管理法制上, 外国人化された｡ ただし, これらの移民法はコモン
ウェル市民を対象とするものであり, 外国人を対象とするものとは区分さ
れていた｡ しかし国内での移民への反発を受け, 移民法の集大成として制
定された1971年移民法 (Immigration Act 1971) ではコモンウェルス市民
も含めすべての自然人を対象とし, イギリスで出生した者などを ｢パトリ



































398(398) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(24) Immigration Act 1971 (IA 1971) s 2(6).
(25) 詳細は拙稿 ｢1948年イギリス国籍法における国籍概念の考察―入国の




















民は本法では, イギリス市民, イギリス属領市民 (British Dependent
Territories citizens)
(28)
, イギリス海外市民 (British Overseas citizens), 1981
論
説
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と政治第63巻第２号 (2012年) 167頁以下を参照のこと｡
(27) IA 1971, s 2(1)(a), as amended by British Nationality Act 1981 (BNA
1981) s 39(2) on 1st January 1983.
(28) 香港返還により香港とのつながりによるイギリス属領市民は1985年香
港法 (Hong Kong Act 1985) および1986年香港 (イギリス国籍) 令 (Hong
Kong (British Nationality) Order 1986, SI 1968 /948) により消滅し, これ
に伴い登録により取得できるイギリス国民 (海外) (British Nationals
(Overseas)) の法的地位が設けられた｡ そして2002年イギリス海外領法に
より, イギリス海外領市民 (British Overseas Territories citizens) に名称
が変更され, キプロスのアクロティリおよびデケリア主権統治領とのつな
がりによる者をのぞくイギリス海外領市民にイギリス市民の法的地位が付













































400(400) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
細は拙稿 ｢1981年イギリス国籍法制定以後の国籍関連法について：帝国的
構造と国籍概念の観点から｣ 法と政治第64巻第１号 (2013年) 75頁以下を
参照のこと｡
(29) 本法的地位は, 1981年イギリス国籍法上は ｢イギリス臣民 (British




(30) BNA 1981, s 50(1).


















(Representation of the People Act 1949), そして1981年イギリス国籍法制
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402(402) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(33) アイルランドが外国として扱われなかった背景には両国間の長い歴史
的関係性などが存在する｡ 拙稿・前掲注(25)・175頁以下｡
(34) アイルランド島は, 1801年連合法 (Act of Union 1801) によりイギリ
スの一部とされていたが, 1922年アイルランド自由国憲法 (Constitution
of the Irish Free State (Eireann) Act 1922) により, アイルラン
ド自由国となった｡ そして1935年アイルランド国籍および市民権法 (Irish
Nationality and Citizenship Act 1935) 制定によりアイルランド自由国市民
がイギリス臣民であることを否定した｡ その後1937年に憲法を改正し, 国
名をエールと改め (Constitution of Ireland 1937, art 5), 独立国とし, エー
ル市民はイギリス臣民ではないとした｡ ただしイギリスでは, エール市民
はイギリス臣民であることを確認された｡ Murray v Parkes [1942] 2 KB
123, [1942] 1 ER 558. See Frederick A Mann, ‘The Effect of Changes of
Sovereignty upon Nationality’ (1942) 5 MLR 218. なお, 当論文は, のちに
Studies in International Law (Clarendon Press 1973) 51523 に所収されて
いる｡














































































404(404) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(36) Her Majesty’s Stationery Office, British Nationality Law: Discussion of
Possible Changes (Cmnd 6795, 1977).
(37) Her Majesty’s Stationery Office, British Nationality Law: Outline of
Proposed Legislation (Cmnd 7987, 1980). 1977年の労働党の緑書および保守
党による白書のタイトルの訳出に際しては, 高佐智美 ｢ポスト 『国民国家』
における Citizenship 概念の新たな展開―イギリスを例に―(1)｣ 独協法学
第53巻 (2000年) 216頁に依拠した｡
(38) See Cmnd 6795, p 4.
(39) ibid para 13.
(40) ibid para 19.
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(42) ibid para 27.
(43) See ibid para 66.
(44) See Cmnd 7987, para 110.


















































406(406) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)




Home Affairs Committee, Representation of People Acts, First Report (HC
198283, 32I) paras 13.
(48) ibid para 17.




























法と政治 69巻 1号 (2018年 6月) 407(407)
(50) ibid paras 2022.
(51) See ibid Minute of Evidence (10 November 1982), Memorandum submit-
ted by the Home Office para 1.9.
(52) HC 32I, paras 3032.
(53) ibid para 30.
(54) ibid para 31.
(55) See Home Department, The Government Reply to the First Report from the
Home Affairs Committee (HC 198283, 32I) Representation of the People Acts
(Cmnd 9140, 1984) para 2.1.
(56) イギリスではコモンウェルス市民のうちイギリス市民のみ在外選挙権
が認められている｡ 参考人からは, イギリス市民は外国に在留しながら投
票が認められる一方で, イギリスに在住し, 納税し, 社会に貢献している
にもかかわらず選挙人資格の国籍についての規定により投票が認められな
い者が存在することについて, 一般市民は理解することができないと指摘


















































408(408) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
Fourth Report (HC 199798, 768II) Q 275 John Turner, Chairman of
Association of Electoral Administrators.
(57) Home Affairs Committee, Electoral Law and Administration- Fourth
Report (HC 199798, 768I) para 112.
(58) See ibid Q 430.
(59) ibid Q 430 David Gardner, Assistant General Secretary of Labour Party.
(60) ibid Q 430 Lord Parkinson, Chairman, Conservative Party.

























of the People Act 2000) により1983年国民代表法でのコモンウェルス市
論
説
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(62) BNA 1981, s 8(1).
民の文言に ｢資格を有する (qualifying)｣ ことが加えられた｡
(63)
2000年国民


































410(410) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(63) RPA 1983, s 1, as substituted by the Representation of the People Act
2000 (RPA 2000) s 1 on 9 March 2000.
(64) またはさしあたりそのような許可の記載のあるものを有している者
(あるいは法の制定によりそのように扱われる者) 以外の者｡ RPA 1983, s
4(6)(a) and (b), as substituted by RPA 2000, s 1 on 9 March 2000. なおア
イルランド共和国市民についてはこのような資格は求められない｡ アイル
ランド共和国が EU構成国であり共和国市民は移動の自由を有しているこ
とに加え, イギリスとの間には共通旅行区域 (Common Travel Area) が
設定されており, アイルランド共和国とイギリスとの間の移動についての
入国規制が免除されているため｡ 共通旅行区域については, Bernard Ryan,
‘The Common Travel Area between Britain and Ireland’ (2001) 64(6) MLR
855および Terry McGuinness and Melanie Gower, The Common Travel Area,
and the Special Status of Irish Nationals in UK Law (House of Commons
Library, Brief Paper 7661, 2017) を参照のこと｡
(65) 2000年国民代表法の法案が提出される契機となった調査研究について
は, Oonagh Gay, The Representation of the People Bill, Bill 2 of 19992000
(House of Commons Library, Research Paper 99 /94, 1999) が詳しい｡
よび Mackay of Ardbrecknish 卿それぞれから, 登録人資格にかかわる修





















法と政治 69巻 1号 (2018年 6月) 411(411)
(66) HL Deb 14 February 2000, vol 609, col 933. 北アイルランドについて
は, 例外的に選挙権について３か月の居住要件が規定されている (RPA
1983, s 1(2))｡ 2000年国民代表法では1983年国民代表法を修正し, 登録に
ついても北アイルランドの場合は３か月の居住を求める規定を加えた
(RPA 2000, s1(2))｡ Jopling 卿は本法案審議において, 北アイルランドの
みの適用とされていた本規定をイギリス全土に適用する修正案を提出して
いた｡
(67) HL Deb 14 February 2000, vol 609, col 955.
(68) See The Secretary of State for the Home Department, Fairer, Faster and
Firmer a Modern Approach to Immigration Asylum (Cm 4018, 1998) para 1.8
and Figure B. 本白書により移民および庇護民に関する法制度の改正およ
び統合が発表され, 1999年移民および庇護民法 (Immigration and Asylum
Act 1999) により庇護民の宿泊施設の提供など支援を可能とする規定が設
けられた｡
(69) See ‘Tenth Anniversary of Hijacked Afghan Plane at Stansted’ BBC
(London, 8 February 2010)＜http://news.bbc.co.uk/local/essex/hi/people_and_


















これに対し Bassam of Brighton 卿はコモンウェルス市民である限り選
挙権が付与されていること, そしてこの規定を変える予定がないことを確



























412(412) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(70) HL Deb 14 February 2000, vol 609, col 936.
(71) ibid cols 95657.
(72) ibid cols 95758. Mackay of Ardbrecknish 卿による修正案は撤回され
た｡ ibid cols 958.
た｡
(73)



























法と政治 69巻 1号 (2018年 6月) 413(413)
(73) HL Deb 29 February 2000, vol 610, col 455.











































414(414) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(75) Home Office, Secure Borders, Safe Haven Integration with Diversity in
Modern Britain (Cm 5387, 2002).
(76) ibid para 1.22.
(77) 本白書ではその具体例として, 2001年の Bradford, Oldhamや Burnley
での暴動を挙げていた｡ See ibid para 6. これらの都市ではパキスタン系
やバングラデシュ系などのアジア系の数百人の若者が暴動に参加していた
とされる｡ ただし, これらの都市と同じように人種の多様性を有している
Birmingham や Leicester では暴動は起きておらず, 単なる人種間暴動で
はなく都市ごとにその原因は異なっていると指摘されている｡ 詳細は,
Dominic Casciani, ‘Q&A: 2001 Northern Town Riots’ BBC (London, 1 June
2006) ＜http://news.bbc.co.uk/2/hi/uk_news/5032166.stm＞ (最終閲覧2018年
３月11日) を参照のこと｡
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(79) Secretary of State for Justice and Lord Chancellor, The Governance of
Britain (Cm 7170, 2007).
(80) ibid para 182.
(81) ibid para 185.
(82) ibid para 193.






Gordon Brown は, イギリス市民の法的地位にすべての権利を付随させ新













































416(416) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(84) Political Parties, Elections and Referendums Act 2000 s 141. なお, 1985
年国民代表法 (Representation of the People Act 1985) により在外市民に
一般的に選挙権が認められた｡ 在外市民の選挙権については, 拙稿 ｢連合
王国における在外投票権と居住を通じた実体的構成員性について｣ 九州産
業大学 『九州産業大学基礎教育センター研究紀要』第６号 (2016年) 17頁
以下を参照のこと｡
(85) Cm 7170, para 193.
(86) Lord Goldsmith, Citizenship : Our Common Bond (2008) ＜http://
webarchive.nationalarchives.gov.uk/20100614163120/http://www.justice.gov.
uk/docs/citizenship-report-full.pdf＞ accessed 11 March 2018.
(87) ibid para 2.
(88) ibid ch 4 para 2.
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(90) Lord Goldsmith (n 86) ch 3.
(91) ibid ch 5.
(92) ibid ch 3.
(93) ibid ch 4 para 14.
(94) ibid ch 4 para 17.
(95) 本儀式は2002年国籍, 出入国管理および庇護民法 (Nationality,
Immigration and Asylum Act 2002) により2004年から導入されたものであ
り, 帰化をした者は本儀式で女王への忠誠宣誓と国家への忠義を誓約しな









































418(418) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
(96) Lord Goldsmith (n 86) ch 6 para 45.
(97) ibid ch 6 para 44.
(98) ‘Salmond Slates ‘Pythonesque’ UK Citizenship Plan’, The Herald 1
(Glasgow, 12 March 2008) and Steve Doughty, ‘Scots, Welsh and Irish Lead
Rebellion against Oath of Allegiance to the Queen’, The Daily Mail (London,
12 March 2008).
(99) 例えば, Immigration Law Practitioners’ Association, ‘Submission to Lord
Goldsmith for Citizenship Review: The Different Categories of British Natio-
nality’ (2008)＜www.ilpa.org.uk/data/resources/13110/07.12.603.pdf＞(最終
閲覧2018年３月11日) および Joint Council for the Welfare of Immigrants,
JCWI’s Citizenship Review Submissions (2008)＜www.jcwi.org.uk/policy/
news/citizenship＞(最終閲覧2018年３月11日), Refugee Council, ‘Submission
to the Lord Goldsmith QC Citizenship Review’ (2008) ＜https://www.
refugeecouncil.org.uk/assets/0001/6301/Response_to_citizenship_review_2＞
(最終閲覧2018年３月11日)｡
(100) Jo Shaw, ‘Citizenship and Electoral Rights in the Multi-Level ‘Euro-
Polity’ : The Case pf the United Kingdom’ (2009) Edinburgh School of
Law Working Paper Series vol 02, 7 ＜www.research.ed.ac.uk/portal/en/
publications/citizenship-and-electoral-rights-in-the-multilevel-europolity (30




イギリスの国政, 地方, 権限移譲された地域および EU議会での選
挙はそれぞれに歴史, 政治, 居住実態や EU法などを要因として享有主体
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代表法による登録人資格での ｢資格のある｣ という文言の追加は, 庇護申












































































































































426(426) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
Voting Right and Nationality :
The Variety of the Connections between the County
and a Person in the United Kingdom
Noriko MIYAUCHI
The purpose of this article is to examine who has been eligible to vote at
a general election in terms of nationality in the United Kingdom.
This study analyses over the Representation of the People Acts and also
the British Nationality Acts after WWII. The British nationality legislation
left imperialism in the structure in relation to the immigration legislation to
the Commonwealth citizens after 1960’s. While the immigration legislation
described the range of the citizens of the United Kingdom with the free entry
and the right of abode in the United Kingdom, it was never defined the
meaning of British nationality in the nationality legislation and there are
several legal statuses on it. These are entitled to a person who has the close
connection to the United Kingdom and who has the historical one to it too.
The relationship to the nationality and immigration legislation made the idea
of British nationality diverse in the terms of the connection between the
country and a person.
The Representation of the People Acts entitle a person who is either a
Commonwealth citizen or a citizen of the Republic of Ireland to vote. The
status of Commonwealth citizen includes not only a person who is a British
citizen but also a citizen of the British Overseas Territories and a citizen of
the Commonwealth country. Although the range of the persons who are
eligible to vote indicates larger than membership of the United Kingdom,
many do not concern this comprehensive eligibility. This range has been
preserved for 100 years. It is on the ground of the possibility of withdrawn
of the reciprocal rights for the citizens of the United Kingdom in other
Commonwealth countries and Ireland and the effect to the political connec-
tions to these countries. This preservation of the comprehensive range can
論説
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show that voting right is eligible to various connections between the nation
and the person. The connections include not only the close connection to the
United Kingdom but also the historical and ongoing political connection. It is
contrastive to the legal situation in Japan that only the nationals are eligible
to vote and it is regarded obviously reasonable.
The first chapter shows the eligibility to vote and the nationality legisla-
tion before the war and the second chapter mentions the relationship
between the nationality and immigration legislation for the Commonwealth
citizens after the WWII. The third is focused on the eligibility to vote after
the WWII, the forth is on the reason of the preservation of the comprehen-
sive eligibility to vote, fifth is on the meaning of a “qualifying” Common-
wealth citizen on the registration for voting and the background that the
word of “qualifying” was added and the sixth is on the attempt of the creation
of the clear concept for the citizenship and unconcern on redefinition of the
range of voting right.
